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資料３ 都道府県インタフェースのインタフェース変更 

 

平成２４年４月施行の介護保険制度改正および報酬改定等に伴う、事業所異動連絡票情報に関す

る国保連合会とのインタフェースの変更について以下に示す。 

 

（１）事業所異動連絡票情報（基本情報） 
必須入力※１ 

項番 項目 属性 ﾊﾞｲﾄ数 内容 
新規 変更 終了 

備考 

１ 交換情報識別番号 英数 ４

事業所異動連絡票情報

（基本情報）の識別番号

を設定する 

○ ○ ○ “5112”固定

２ 異動年月日 数字 ８

事業所の指定等に関して

取得または変更等が生じ

た 日 （ 西 暦 年 月 日

(YYYYMMDD)）を設定する

○ ○ ○ ※２ 

３ 異動区分コード 数字 １
異動区分コードを設定す

る 
○ ○ ○ ※３ 

４ 異動事由 数字 ２
事業所情報の異動事由を

設定する 
○ ○ ○ 01（固定値）

５ 事業所番号 数字 １０ 事業所番号を設定する ○ ○ ○ ※３ 

６ 

～ 

１９ 

変更なし 

２０ 法人等種別コード 数字 ２
事業所の法人等の種別を

コードで設定する 
○   ※３ 

２１ 
指定／基準該当等事業所

区分コード 
数字 １

指定又は基準該当等の事

業所の区分をコードで設

定する 

○   

※３ 

※５ 

※６ 

 

※１：異動区分コードにより入力必須項目が異なる。（○：必須） 

※２：「インタフェース仕様書 共通編 1.5 留意事項：「年月日」欄」参照。(P.42) 

※３：「インタフェース仕様書 共通編 1.4 コード一覧」参照。(P.31) 

※４：「インタフェース仕様書 共通編 1.4 コード一覧 市町村コード（事業所所在地）」参照。(P.31) 

※５：以下の通り設定する。 

コード 介護（介護予防）サービス 地域密着型サービス 
介護予防・日常生活支

援総合事業サービス 

１ 指定事業所 情報なし 

２ 基準該当事業所 情報なし 

３ 相当サービス事業所 情報なし、又は、 

相当サービス事業所 

４ その他 情報なし 

５ 情報なし 指定事業所 

６ 指定事業所 みなし指定事業所 

７ 基準該当事業所 みなし指定事業所 

情報なし、又は、 

みなし指定事業所 

８ 情報なし 情報なし 指定事業所 

※６：介護予防支援事業所（地域包括支援センター）の場合は、１：指定事業所を設定する。 
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（２）事業所異動連絡票情報（サービス情報） 
必須入力※１ 

項番 項目 属性 ﾊﾞｲﾄ数 内容 
新規 変更 終了 

備考 

１ 交換情報識別番号 英数 ４

事業所異動連絡票情報

（サービス情報）の識別

番号を設定する 

○ ○ ○ “5213”固定 

２ 異動年月日 数字 ８

事業所の指定等に関して

取得または変更等が生じ

た年月日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する

○ ○ ○ 

※２ 

３ 異動区分コード 数字 １
異動区分コードを設定す

る 
○ ○ ○ 

※３ 

４ 異動事由 数字 ２
事業所情報の異動事由を

設定する 
○ ○ ○ 

01（固定値）

５ 事業所番号 数字 １０ 事業所番号を設定する ○ ○ ○ ※３ 

６ 

～ 

５９ 

変更なし 

６０ 地域区分コード 数字 １

厚生労働省の定める事業

所が所在する地域に該当

する区分をコードで設定

する 

○   

※３ 

※２８ 

６１ 登録保険者番号 数字 ６

基準該当事業所、又は、

地域密着型事業所、又は、

介護予防・日常生活支援

総合事業事業所を登録し

た保険者の番号を設定す

る 

   

※７ 

※２０ 

６２ 受領委任の有無 数字 １

受領委任の有無をコード

で設定する 
   

1:無し 

2:有り 

※２１ 

※２４ 

６３ 登録開始年月日 数字 ８

登録開始年月日（西暦年

月日(YYYYMMDD)）を設定

する 

   

※２ 

※２１ 

６４ 

基
準
該
当
・
地
域
密
着
型
・
介
護
予
防
・
日
常
生
活

支
援
総
合
事
業 

登録終了年月日 数字 ８

登録終了年月日（西暦年

月日(YYYYMMDD)）を設定

する 

   

※２ 

※２１ 

６５ 

～ 

８５ 

変更なし 

８６ 緊急受入体制の有無 数字 １

緊急受入体制の有無をコ

ードで設定する 
   

1:対応不可 

2:対応可 

※４、※１

８、※２９ 

８７ 

～ 

９８ 

変更なし 

９９ 利用定員数 数字 ５ 利用定員数を設定する    
※１１ 

※１５ 
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必須入力※１ 
項番 項目 属性 ﾊﾞｲﾄ数 内容 

新規 変更 終了 
備考 

100 

～ 

114 

変更なし 

115 個別機能訓練体制の有無 数字 １
個別機能訓練体制の有無

をコードで設定する 
   

※３、※４ 

※１８ 

116 

～ 

123 

変更なし 

124 ３級ヘルパー体制 数字 １
３級ヘルパー体制をコー

ドで設定する 
   

1:無し 

2:有り 

※４、※２

６、※２９ 

125 

～ 

139 

変更なし 

140 
日中の身体介護２０分未

満体制の有無 
数字 １

日中の身体介護２０分未

満体制の有無をコードで

設定する 

   

1:無し 

2:有り 

※４、※３０

141 
サービス提供責任者体制

の有無 
数字 １

サービス提供責任者体制

の有無をコードで設定す

る 

   

1:減算無し 

2:減算有り 

※４、※３０

142 
同一建物に居住する利用

者の減算の有無 
数字 １

同一建物に居住する利用

者の減算の有無で設定す

る 

   

1:無し 

2:有り 

※４、※３０

143 
緊急短期入所体制確保加

算 
数字 １

緊急短期入所体制確保加

算をコードで設定する 
   

1:無し 

2:有り 

※４、※３０

144 
在宅復帰・在宅療養支援

機能加算 
数字 １

在宅復帰・在宅療養支援

機能加算をコードで設定

する 

   

1:無し 

2:有り 

※４、※３０

145 
生活機能向上グループ活

動加算 
数字 １

生活機能向上グループ活

動加算をコードで設定す

る 

   

1:無し 

2:有り 

※４、※３０

146 介護職員処遇改善加算 数字 １
介護職員処遇改善加算を

コードで設定する 
   

1:無し 

2:加算Ⅰ 

3:加算Ⅱ 

4:加算Ⅲ 

※４、※３０

※１：異動区分コードにより入力必須項目が異なる。（○：必須） 

※２：「インタフェース仕様書 共通編(P.42) 1.5 留意事項：「年月日」欄」参照。 

※３：インタフェース仕様書 共通編 1.4 コード一覧」参照。(P.31) 

※４：サービス種類等により体制の無い加算については“０”または“NULL”を設定する。 

※７：当該サービスに係わる事業所を登録した市町村のコードを設定する。 

※15：事業所異動連絡票情報のサービス種類コードが“21:短期生活”、“22:短期老健”、“23:短期医

療”、“32:認知症型”、“33:特定施設(短期利用型以外）”、“27:特定施設(短期利用型)”、“51:

福祉施設”、“52:老健施設”、“53:医療施設”、“24:予防短期生活”、“25:予防短期老健”、“26:

予防短期医療”、“35:予防特定施設”、“36:地域密着特定施設(短期利用型以外）”、28:地域

密着特定施設(短期利用型）”、“54:地域密着福祉施設”、“37：予防認知症型”、“38：認知症
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型短期利用”、“39：予防認知症型短期利用”の場合に設定する。その他のサービス種類コー

ドでは設定不可とする。 

※18：処理年月が平成 18 年 5 月以降の場合、設定する。なお、処理年月が平成 18 年 4 月以前の場

合、本項目の設定は不要とし、従前のインタフェースとする。設定された場合はエラーとして

台帳への登録は行わない。また、異動年月日が平成 18 年 3 月 31 日以前の情報は、未設定

であってもエラーとしない。設定している場合は、通常のチェックを行う。 

※20：保険者番号（広域連合、政令市の場合は、広域連合又は政令市の保険者番号）を設定する。 

※21：地域密着型サービス、又は、介護予防・日常生活支援総合事業サービスの場合、設定不可。 

※24：基本情報の指定／基準該当等事業所区分コードが、「2：基準該当事業所」又は「7：混在型事

業所Ⅱ」の場合のみ、値の設定を可能とする。 

※26： 処理年月が平成 21 年 5 月以降の場合、設定する。なお、処理年月が平成 21 年 4 月以前の

場合、本項目の設定は不要とし、従前のインタフェースとする。設定された場合はエラーとし

て台帳への登録は行わない。また、異動年月日が平成 21 年 3 月 31 日以前の情報は、未設

定であってもエラーとしない。設定している場合は、通常のチェックを行う。 

※28：介護予防・日常生活支援総合事業サービスの場合、「５：その他」を設定する。 

※29：異動年月日が平成 24 年 3 月 31 日以前の場合、設定可とし、平成 24 年 4 月 1 日以降の情報

に設定した場合はエラーとし台帳への登録は行わない。 

※30：処理年月が平成 24 年 5 月以降の場合、設定する。なお、処理年月が平成 24 年 4 月以前の場

合、本項目の設定は不要とし、従前のインタフェースとする。設定された場合はエラーとして

台帳への登録は行わない。また、異動年月日が平成 24 年 3 月 31 日以前の情報は、未設定

であってもエラーとしない。設定している場合は、通常のチェックを行う。 
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<参考：コード一覧> 

項番 コード名称 属性 
ﾊﾞｲ

ﾄ数
内容 

６０ 地域区分コード 数字 １ 
1:１級地 2:４級地 3:５級地 4:６級地 5:その他 6:２

級地 7:３級地 8:５級地の２ 9:６級地の２ 

サービス種類 届出内容 

平成 21 年 3 月以前 1:無し 2:有り 

平成 21 年 4 月以降 
1:無し 2:加算Ⅰ

3:加算Ⅱ 通所介護 

平成 24 年 4 月以降 
1:無し 3:加算Ⅰ

4:加算Ⅱ 

115 
個別機能訓練体制の有

無 
数字 １ 

上記以外 1:無し 2:有り 

サービス種類 届出内容 

訪問入浴介護 

訪問ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ 

介護予防訪問入浴介護 

介護予防訪問看護 

介護予防訪問ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ 

1:無し 2:有り 

訪問看護 

通所ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ 

介護予防通所介護 

介護予防通所ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ 

夜間対応型訪問介護 

認知症対応型通所介護 

介護予防認知症対応型通所介護 

1:無し 

2:加算Ⅰ 

3:加算Ⅱ 

127 
サービス提供体制強化

加算 
数字 １ 

上記以外 
1:無し 2:加算Ⅰ 

3:加算Ⅱ 4:加算Ⅲ 

140 
日中の身体介護２０分

未満体制の有無 
数字 １ 1:無し 2:有り 

141 
サービス提供責任者体

制の有無 
数字 １ 1:減算無し 2:減算有り 

142 
同一建物に居住する利

用者の減算の有無 
数字 １ 1:無し 2:有り 

143 
緊急短期入所体制確保

加算 
数字 １ 1:無し 2:有り 

144 
在宅復帰・在宅療養支

援機能加算 
数字 １ 1:無し 2:有り 

145 
生活機能向上グループ

活動加算 
数字 １ 1:無し 2:有り 

146 介護職員処遇改善加算 数字 １ 1:無し 2:加算Ⅰ 3:加算Ⅱ 4:加算Ⅲ 
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項番 コード名称 属性 
ﾊﾞｲ

ﾄ数
内容 

サービス 

種類 
内容 

平成 24 年 3 月以前 

1:訪問看護ステーション 

2:病院または診療所 

平成 24 年 4 月以降 訪問看護 

1:訪問看護ステーション 

2:病院または診療所 

3:定期巡回・随時対応サービス連携 

平成 21 年 3月以前 平成 21 年 4月以降 

1:通常の医療機関 

2:小規模診療所 

3:介護老人保健施設 

4:通常規模の事業所 

5:大規模の事業所

（Ⅰ） 

6:大規模の事業所

（Ⅱ） 

平成 24 年 4 月以降 
通所ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰ

ｼｮﾝ 
4:通常規模の事業所(病院・診療所) 

5:大規模の事業所(Ⅰ)(病院・診療所) 

6:大規模の事業所(Ⅱ)(病院・診療所)  

7:通常規模の事業所(介護老人保健施設)  

8:大規模の事業所(Ⅰ)(介護老人保健施設) 

9:大規模の事業所(Ⅱ)(介護老人保健施設) 

平成 18 年 3月以前 平成 18 年 4月以降 

1:有料老人ホーム 

2:軽費老人ホーム 

 

1:有料老人ホーム 

2:軽費老人ホーム 

3:養護老人ホーム 

4:高齢者専用賃貸住

宅 

平成 21 年 4月以降 

1:有料老人ホーム（介護専用型） 

2:軽費老人ホーム（介護専用型） 

3:養護老人ホーム（介護専用型） 

4:高齢者専用賃貸住宅（介護専用型） 

5:有料老人ホーム（混合型） 

6:軽費老人ホーム（混合型） 

7:養護老人ホーム（混合型） 

8:高齢者専用賃貸住宅（混合型） 

平成 24 年 4 月以降 

特定施設入

居者生活介

護（短期利用

型以外） 

1:有料老人ホーム（介護専用型） 

2:軽費老人ホーム（介護専用型） 

3:養護老人ホーム（介護専用型） 

5:有料老人ホーム（混合型） 

6:軽費老人ホーム（混合型） 

7:養護老人ホーム（混合型） 

平成 24 年 3月以前 平成 24 年 4 月以降 

２４ 施設等の区分コード 英数 １ 

介護予防特

定施設入居

者生活介護 

1:有料老人ホーム 

2:軽費老人ホーム 

3:養護老人ホーム 

4:高齢者専用賃貸住宅 

1:有料老人ホーム 

2:軽費老人ホーム 

3:養護老人ホーム 
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項番 コード名称 属性 
ﾊﾞｲ

ﾄ数
内容 

平成18年4月以降 平成 20 年 5月以降 

1:有料老人ホーム 

2:軽費老人ホーム 

3:養護老人ホーム 

4:高齢者専用賃貸

住宅 

1:有料老人ホーム 

2:軽費老人ホーム 

3:養護老人ホーム 

4:高齢者専用賃貸住

宅 

5:サテライト型有料

老人ホーム 

6:サテライト型軽費

老人ホーム 

7:サテライト型養護

老人ホーム 

8:サテライト型高齢

者専用賃貸住宅 

平成 24 年 4 月以降 

地域密着型特定施

設入居者生活介護

（短期利用型以

外） 

1:有料老人ホーム 

2:軽費老人ホーム 

5:サテライト型有料老人ホーム 

6:サテライト型軽費老人ホーム 

以下は平成 24 年 4 月以降設定 

特定施設入居者生

活介護(短期利用

型) 

1:有料老人ホーム（介護専用型） 

2:軽費老人ホーム（介護専用型） 

5:有料老人ホーム（混合型） 

6:軽費老人ホーム（混合型） 

介護予防通所ﾘﾊﾋﾞ

ﾘﾃｰｼｮﾝ 

1:病院または診療所 

2:介護老人保健施設 

定期巡回・随時対

応型訪問介護看護

1:一体型 

2:連携型 

小規模多機能型居

宅介護 

1:小規模多機能型居宅介護事業所 

2:サテライト型小規模多機能型居宅介護

事業所 

認知症対応型共同

生活介護（短期利

用型以外） 

1:Ⅰ型 

2:Ⅱ型 

認知症対応型共同

生活介護（短期利

用型） 

1:Ⅰ型 

2:Ⅱ型 

地域密着型特定施

設入居者生活介護

(短期利用型） 

1:有料老人ホーム 

2:軽費老人ホーム 

5:サテライト型有料老人ホーム 

6:サテライト型軽費老人ホーム 

介護予防小規模多

機能型居宅介護 

1:小規模多機能型居宅介護事業所 

2:サテライト型小規模多機能型居宅介護

事業所 

介護予防認知症対

応型共同生活介護

（短期利用型以

外） 

1:Ⅰ型 

2:Ⅱ型 

２４ 
施設等の区分コードの 

続き 
  

介護予防認知症対

応型共同生活介護

（短期利用型） 

1:Ⅰ型 

2:Ⅱ型 
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項番 コード名称 属性 
ﾊﾞｲﾄ

数 
内容 

サービス種類 

および 

施設等の区分 

内容 

短期入所療養介護 平成 17 年 9 月 

以前 

平成 17 年 10 月 

以降 

 1:Ⅰ型 2:Ⅱ型 なし 

 平成 24 年 4 月以降 

通常型 
1:従来型  

2:在宅強化型 

療養型 
1:療養型  

2:療養強化型 

短期入所療養介護 平成 15 年 3月 

以前 

平成 15 年 4月 

以降 

病院療養型 1:Ⅰ型 2:Ⅱ型 

3:Ⅲ型 4:Ⅳ型 

2:Ⅰ型 3:Ⅱ型 

4:Ⅲ型 

診療所療養型 1:Ⅰ型 2:Ⅱ型 1:Ⅰ型 2:Ⅱ型 

認知症疾患型 1:Ⅰ型 2:Ⅱ型 

3:Ⅲ型 4:Ⅳ型 

1:Ⅰ型 2:Ⅱ型 

3:Ⅲ型 

介護力強化型 ※

２ 

1:Ⅰ型 2:Ⅱ型 

3:Ⅲ型 4:Ⅳ型 
 

 平成 18 年 4月 

以降 

平成 20 年 5月 

以降 

病院療養型 2:Ⅰ型 3:Ⅱ型 4:Ⅲ型 

診療所療養型 1:Ⅰ型 2:Ⅱ型 

認知症疾患型 5:Ⅰ型 6:Ⅱ型 7:Ⅲ型 8:Ⅳ型 

9:Ⅴ型 

ユニット型 

認知症疾患型 

5:Ⅰ型 6:Ⅱ型 

病院経過型  2:Ⅰ型 3:Ⅱ型 

介護老人保健施設 平成 17 年 9 月 

以前 

平成 17 年 10 月 

以降 

 1:Ⅰ型 2:Ⅱ型 なし 

 平成 24 年 4 月以降 

通常型 
1:従来型  

2:在宅強化型 

２５ 人員配置区分コード 数字 １ 

療養型 
1:療養型  

2:療養強化型 
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項番 コード名称 属性 
ﾊﾞｲﾄ

数 
内容 

以下は平成 18 年 4 月以降設定 

特定施設入居者生

活介護（短期利用型

以外） 

平成 18 年 4 月 

以降 

平成 24 年 4 月 

以降 

有料老人ホーム 1:一般型 

2:外部サービス利用型 

軽費老人ホーム 1:一般型 

2:外部サービス利用型 

養護老人ホーム 2:外部サービス利用型 

高齢者専用賃貸

住宅 

1:一般型 

2:外部サービス

利用型 

 

介護予防短期入所

療養介護 

平成 18 年 4月 

以降 

平成 20 年 5月 

以降 

病院療養型 2:Ⅰ型 3:Ⅱ型 4:Ⅲ型 

診療所療養型 1:Ⅰ型 2:Ⅱ型 

認知症疾患型 5:Ⅰ型 6:Ⅱ型 8:Ⅳ型 9:Ⅴ型 

7:Ⅲ型 

ユニット型認知

症疾患型 

5:Ⅰ型 6:Ⅱ型 

病院経過型  2:Ⅰ型 3:Ⅱ型 

介護予防特定施設

入居者生活介護 

平成 18 年 4 月 

以降 

平成 24 年 4 月 

以降 

有料老人ホーム 1:一般型 

2:外部サービス利用型 

軽費老人ホーム 1:一般型 

2:外部サービス利用型 

養護老人ホーム 2:外部サービス利用型 

高齢者専用賃貸

住宅 

1:一般型 

2:外部サービス

利用型 

 

以下は平成 22 年 4 月以降設定 

介護予防短期入所

療養介護 
 

通常型 
1:従来型  

2:在宅強化型 

２５ 
人員配置区分コードの 

続き 
  

療養型 
1:療養型  

2:療養強化型 
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（３）事業所異動連絡票情報（処遇改善情報） 
必須入力※１ 

項番 項目 属性 ﾊﾞｲﾄ数 内容 
新規 変更 終了 

備考 

１ 交換情報識別番号 英数 ４

事業所異動連絡票情報

（処遇改善情報）の識別

番号を設定する 

○ ○ ○ “5216”固定 

２ 異動年月日 数字 ８

処遇改善の指定等に関し

て取得または変更等が生

じ た 日 （ 西 暦 年 月 日

(YYYYMMDD)）を設定する

○ ○ ○ ※２、※３ 

３ 異動区分コード 数字 １
異動区分コードを設定す

る 
○ ○ ○ 

1:新規 

2:変更 

3:終了 

４ 異動事由 数字 ２
処遇改善情報の異動事由

を設定する 
○ ○ ○ 01:固定値 

５ 事業所番号 数字 １０
処遇改善の申請を行った

事業所番号を設定する 
○ ○ ○  

６ キャリアパス対応の状況 数字 １

平成２２年１０月以降のキ

ャリアパス対応の状況をコ

ードで設定する 
   

※４、※５ 

1:減額なし 

2:10％減算

（キャリア

パス要件） 

3:10％減算

（定量的要

件） 

4:20％減算 

７ 交付条件予備項目１ 数字 １
交付条件予備項目１をコ

ードで設定する 
    

８ 交付条件予備項目２ 数字 １
交付条件予備項目２をコ

ードで設定する 
    

９ 交付条件予備項目３ 数字 １
交付条件予備項目３をコ

ードで設定する 
    

 

異動年月日が平成２４年４月１日以降である場合にはエラーとする。 

 

＜参考：都道府県インタフェース解説書＞ 

１７ページ 

１．２．５ 事業所異動連絡票情報（処遇改善情報） 

【補足説明】 

＊２ ：「異動年月日」の日付妥当性検査 

 異動年月日が２００９年９月３０日以前又は２０１２年４月１日以降でないこと。 

 

 


